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Ⅰ 「現代社会」における裁判 
１ 学習指導要領における「裁判」の取り扱いについて 
 現行の高等学校学習指導要領公民科「現代社会」において、具体的に「裁判」という文
言は存在しない。これと関連するものとして「法」については、「法の支配」「法と規範」
という言葉は確認することができる。 
 しかし、指導要領の内容からすると「裁判」に関する位置づけは「民主政治のしくみ」
や「日本国憲法」との関連としての側面にあると考えられる。つまり、「民主政治は具体
的にこのように日本の政治機構として作り上げられています。」そして「この民主政治は
日本の最高法規である日本国憲法で具体的に、このように規定されています。」という民
主政治を構成する機構として、また、憲法のなかに規定されている存在として「裁判所」
が登場するのである。また、これら内容の取り扱いについては、「全体のまとまりを工夫
し特定の事項だけに偏らないようにすること。」や「目標に即して基本的な事項・事柄を
精選して指導内容を構成するものとし，細かな事象や高度な事項・事柄には深入りしない
こと。」などが規定されている。具体的に「裁判」と関連していると考えられる学習指導
要領の内容は以下のアンダーラインの箇所である。 
高等学校学習指導要領公民科「現代社会」 （一部抜粋） 
  1   目標 
人間の尊重と科学的な探究の精神に基づいて，広い視野に立って，現代の社会と人間
についての理解を深めさせ，現代社会の基本的な問題について主体的に考え公正に判断
するとともに自ら人間としての在り方生き方について考える力の基礎を養い，良識ある
公民 として必要な能力と態度を育てる。  
  2  内容 
  (2)  現代の社会と人間としての在り方生き方 
   現代社会について多様な角度から理解させるとともに，青年期の意義，経済活動の在
り方，政治参加，民主社会の倫理，国際社会における日本の果たすべき役割などについ
て自己とのかかわりに着目して考えさせる。 
 ウ  現代の民主政治と民主社会の倫理 
基本的人権の保障と法の支配，国民主権と議会制民主主義，平和主義と我が国の安 
全について理解を深めさせ，日本国憲法の基本的原則について国民生活とのかかわり か
ら認識を深めさせるとともに，世論形成と政治参加の意義について理解させ，民主 政治
における個人と国家について考えさせる。また，生命の尊重，自由・権利と責任 ・義務
，人間の尊厳と平等，法と規範などについて考えさせ，民主社会において自ら 生きる倫
理について自覚を深めさせる。  
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２ 教科書における「裁判」の取り扱いについて 
上記でも論じたように、高等学校学習指導要領公民科「現代社会」には直接「裁判所」
を規定している文言は登場しない。しかし、教科書においては「裁判所」の内容が登場す
る。その取り扱いについては、教科書※１の内容から、日本における「民主政治のしくみ」
と「日本国憲法」の概要を認識させるものとして位置づけがなされていると予想できる。 
具体的な教科書※１の記述として、大テーマ「現代の社会と人間」中テーマ「現代の民
主政治と民主社会の倫理」の単元「司法と裁判所のしくみ」であり、その単元目標として
「裁判所の制度や国民の司法参加などの動きについて考えてみよう」というものである。 
記述内容としては「裁判所の制度」「司法権の独立」「司法の課題」と３つのテーマに
分け、「裁判所の制度」と「司法権の独立」についての本文は、日本国憲法第 6 章司法（第
76 条～第 82 条）の記述を読み解きやすいように項目ごとに再構成するというものになっ
ている。「司法の課題」については、冤罪事件と裁判員制度についての記述となっている。
これら内容は、近年全くといって過言ではないほど変化がない内容である。 
そのような中で、特筆すべき点は、裁判員制度についての記述と法科大学院についての
記述が見られるようになったことである。しかし、裁判制度については、詳細な記述がな
く「2009 年から裁判員制度がはじまる」という程度のものである。法科大学院については、
欄外において、「長期にわたる裁判に批判が強い」という理由から法曹養成制度が導入さ
れた。という記述のみである。しかし、この単元目標として「国民の司法参加などの動き
について考えてみよう」と設定されているところから推測すると、教科書の検定を含んだ
時間的制約から、現在進行形である事象の詳細な記述は困難であり、単元目標は設定でき
るが、よりタイムリーで「現在」の状況は個々の教員の教材研究や指導に委ねていると考
えられる。この裁判員制度は現在の社会化教科書を作成している教科書会社の泣き所のひ
とつといえるのかもしれない。 
 
３ 授業における「裁判」 
 授業における裁判の位置づけについて論じる前に現代社会について述べると、現行の学
習指導要領になり、現代社会の標準単位数はそれまでの 4 単位から 2 単位となった。そし
てこの 2 単位を習得すれば、高等学校の公民科は完了であり、政治・経済と倫理は学ばな
くても卒業要件を満たすことになる。そして高等学校における 2 単位の年間の実際の授業
数は、60 回程度である。ただし、この中に定期考査 5 回と答案返却 3 回が含まれるので、
実際の純粋な意味での授業数は 55 回前後となる。この授業回数の中で、教科書による多少
の差はあるが 54～56 の単元1を扱うことになる。 
 上記のことから、自ずと結論が出てしまうが、年間指導計画における裁判の授業時数は、
1 時間となる。また、現代社会の教科書もおおむね 1 単元で見開き 2 ページで構成されて
おり、「1 単元 1 時間教科書見開き 2 ページ」が基本的な枠組みとなり、授業が構成され
ていく。内容の取り扱いについては、授業者の指導要領や教科書の単元構成の流れから考
えても、日本国憲法第 6 章の司法の内容を読み解いていくことと、三審制や冤罪が中心と
なる。裁判員制度については、教科書の内容構成の一番最後になっていることから考えて、
それらの内容教授がなされた後「残り時間を使って」となるのではないかと推測される。 
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Ⅱ 「政治・経済」における裁判 
１ 学習指導要領における「裁判」の取り扱いについて 
現行の高等学校学習指導要領公民科「政治・経済」の中で「裁判」という語句が使用さ
れているのは、1 ヶ所のみであり、正確には「裁判所」と記載されている。「裁判所」に
関する規定については、以下の指導要領の抜粋と指導要領解説にて記述しているが、基本
的には「現代社会」と同じ方向性を持つものであり、「日本における民主政治を構成する
政治機構のひとつとしての裁判所」「日本国憲法を概観するための裁判所」という位置づ
けと考えられる。しかし、全体の内容構成からすれば、「現代社会」における学習者を「当
事者」とするものではく、学習者を「第三者の立場」に立たせるものになっている。なお
「現代社会」と「政治・経済」の差異については後述する。 
 また、指導要領における内容の取り扱いについては、「全体のまとまりを工夫し特定の
事項だけに偏らないようにすること。」や「目標に即して基本的な事項・事柄を精選して
指導内容を構成するものとし，細かな事象や高度な事項・事柄には深入りしないこと。ま
た，客観的な資料と関連させて政治や経済の諸課題を考察させるとともに，政治や経済に
ついての公正かつ客観的な見方や考え方を深めさせること。」 とある。 
以下は現行の高等学校学習指導要領公民科「政治・経済」の一部であり、具体的に「裁
判」と関連していると考えられる内容は以下のアンダーラインの箇所である。 
 
高等学校学習指導要領公民科 （一部抜粋） 
公民 
目標 
広い視野に立って，現代の社会について主体的に考察させ，理解を深めさせるととも
に， 人間としての在り方生き方についての自覚を育て，民主的，平和的な国家・社会の
有為な形成者として必要な公民としての資質を養う。 
政治・経済 
  1 目標 
  広い視野に立って，民主主義の本質に関する理解を深めさせ，現代における政治，経済
，国際関係などについて客観的に理解させるとともに，それらに関する諸課題について主
体的に考察させ，公正な判断力を養い，良識ある公民として必要な能力と態度を育てる。
  2   内容 
  (1)   現代の政治 
現代の日本の政治及び国際政治の動向について関心を高め，基本的人権と議会制民主
主義を尊重し擁護することの意義を理解させるとともに，民主政治の本質について探究
させ，政治についての基本的な見方や考え方を身に付けさせる。  
  ア   民主政治の基本原理と日本国憲法 
  日本国憲法の基本的性格と国会，内閣，裁判所などの政治機構を概観し，政治と法の
機能，人権保障と法の支配，権利と義務の関係，議会制民主主義について理解させ，民
主政治の本質や現代政治の特質について探究させるとともに，政党政治や選挙などに着
目して，望ましい政治の在り方及び主権者としての参政の在り方について考察させる。
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さらに、文部科学省『高等学校学習指導要領解説公民編』のなかで、以下のように「裁
判」を例とした解説が加えられ、特に「日本国憲法の基本的性格について逐条的な解釈に
ならないように、また、政治機構、政治制度の抽象的で細かな学習に陥ることのないよう
に留意すること」2が述べられている。 
 
高等学校学習指導要領解説公民編 （一部抜粋） 
 「日本国憲法の基本的性格と国会，内閣，裁判所などの政治機構を概観し」につい 
 ては、日本国憲法が基本的人権の尊重、国民主権及び平和主義を基本原則とするなど 
 その性格として国民国家の枠を超えた普遍性をもっていることに気付かせるとともに 
 国会、内閣、裁判所などの政治機構に触れながら日本国憲法の全体像について概観さ 
 せる。その際、逐条的な解釈にならないように留意する。たとえば、裁判制度を学習 
 するに当たっては、裁判所の機構や裁判の手続きの学習に陥らないようにし、裁判の 
 過程における裁判官、検察官、弁護士の役割を通して国民の権利・義務を保障する裁 
 判制度の概要を具体的に理解させることが大切である。 
 
なお、最後に「政治・経済」と「現代社会」の相違点について、日本公民教育学会編『テ
キストブック中学校・高等学校公民教育』（第一学習社 2004 年 ｐ57、p61）を一部抜
粋し、概観しておく。 
今回の改訂では、「主体的に」と「公正な判断力を養い」という２つの文言が「政治・
経済」の目標に新しく挿入された。特に注目すべきことは「公正な判断力」の育成が重視
されている点である。現実的な諸問題に対する解決では、様々な立場や考え方（価値観）
や利害関係等を考慮する必要がある。したがって判断力には、多面的かつ国際的な「広い
視野」でそれらの相違や根拠の検討・吟味と、それぞれの利害を調整する基軸として「民
主主義の本質」たる「公正さ」とが求められる。今回の改訂は、そうした判断力を「良識
ある公民としての必要な能力と態度」に位置づけたのである。 
そうした目標に基づく学習の筋道は、公民科の他の 2 科目とは異なるものである。「『政
治・経済』については、政治や経済の基本的な概念や理論を学習し、その基礎の上に立っ
て、現代社会の動向や課題について考察することを重点に置く。」（教育課程審議会答申
「改善の趣旨」「改善の具体的事項」）。 
「現代社会」や「倫理」がどちらかというと社会的諸問題に対して「身近な生活に関わ
る事例や現実の具体的な事例をできるだけ取り上げて、興味・関心を喚起する」“当事者”
としての学習に傾斜がかかっているのに対して、「政治・経済」は「社会的な事象をとら
えるための基本的な概念や理論について学ばせ、諸事象の本質や特質を探究させる。そう
した学習を通して、政治（あるいは経済）に関する“基本的な見方・考え方”を習得させ
る。その上で“社会的な諸課題に対する総合的・複眼的な学習”に取り組ませる」とあり
“第三者の立場”から客観的にとらえさせることが重視されるのである。 
 
２ 教科書における「裁判」の取り扱いについて 
（１）「政治・経済」教科書についての概要 
 現在の「政治・経済」教科書は、大きさについては、従来どおりＡ5 判が主流である。
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しかし、ここ数年で特に変化したことが 2 つある。 
そのひとつは「フルカラー」と「イラスト風の図」を中心とした「見やすさ」である。
この「フルカラー」は全てのページにおいて適用され、目次においてさえ、「カラー化」が
なされている場合もある。そしてこの「フルカラー」の「イラスト風の図」である。この
２つが中心となった「見やすさ」については、従来の「政治・経済」の教科書とは比較に
ならない。「すごくキレイな教科書」は視認性に優れ、学習者の内容認識を高めるため大き
な手助けとなっている。 
もうひとつの変化が「単元ごとに学習のねらいを記述」していることである。すべての
教科書ではないが（表 1）かなりの割合でこの記述がなされている。この単元で何を学ぶ
かについての記述が最初になされ、その後そのねらいに従って、具体的内容が記述されて
いる。これは、従来の教科書と比較すると、重要語句（＝太字で表記）の羅列的イメージ
を崩すものとなりえる。 
「政治・経済」教科書においてのこれら変化は、かつての「予習・復習・テスト用テキ
スト」というイメージからの脱却になりえる変化である。（時には、教師のプリントや資料
集が「主教材」、教科書がテスト勉強用「副教材」とされる場合もあった。）さらに「政治・
経済」のまとめである「現代社会の諸課題」についての内容もより精選され、「教科書」は
見やすく、使いやすい主教材へと変化していると言える。 
 
（２）「裁判所」について 
「政治・経済」教科書における「裁判所」についての内容の取り扱いについては、従来
どおり、どの教科書においてもほぼ変化はない。その構成は「司法権の独立」「裁判制度（三
審制と各裁判所、裁判の種類）」「違憲法令（立法）審査権」がその主なものである。 
具体的な内容として、その中心に据えられているのが、「日本国憲法」である。この「日
本国憲法」の第 6 章司法やその他裁判所に関係する条文をひとつひとつ読み解いていくこ
とにより、学習者は「裁判所」の観点から「その他の政治機構との関連」や「国民主権」
「民主政治」などを認識するようになっている。 
ここで、注目しておきたいのが「裁判員制度」についての記述内容である。従来の教科
書は「裁判所」についてのページ数は 2 ページが定番であった。しかし、これが最近、増
加傾向にある（※表 1）。もちろん「見やすく大きな図や表」がその主な原因と考えること
もできるが、その「図」や「表」の内容のとして「裁判員制度」に関する記述がなされて
いるものや、本文の構成のなかに「裁判員制度」の項目が追加されているもの、欄外を用
いて説明している場合もある。 
しかし、この「裁判員制度」に関する教科書の増加分やその内容の取り扱いについては、 
従来の内容が画一化、均一化されているのとは対照的に教科書によって非常に異なってい
る。ある教科書においては「裁判員制度がはじまります」程度の記述で終わっている場合
もあれば、1 ページ全てを使用し、また、「図」を用いながら、より具体的な制度に関する
説明、どのような意識が必要か、など詳細な説明をする教科書もある。高等学校の教科書
の採択は、生徒の学力レベルや状況により各校が独自に行うので、特に今回のような「裁
判員制度」など教科書会社によりその差異がある内容については、実際の授業場面におい
て、かなりの「ばらつき」が予想される。 
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度
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障
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裁判所 「法の支
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所
内容構成 司法権の独
立
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立
裁判所 司法権の独
立
司法権の独
立
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立
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裁判の公開 司法権の独
立
違憲立法審
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査権
最高裁判所
と違憲法令
審査権
裁判所の構
成
弁護士と検
察官
国民と裁判 違憲審査権 違憲審査権 違憲審査権
司法制度改
革
違憲審査権 違憲法令審
査権
違憲法令審
査権
司法制度改
革
裁判所の構
成
司法制度改
革
図と表 写真：児島
惟謙
図：日本の
裁判制度刑
事と民事
図：日本の
裁判制度と
審級制度の
しくみ
図：日本の
裁判制度
（三審制）
図：裁判所
のしくみと
三審制
写真：最高
裁大法廷
写真：弾劾
裁判
写真：最高
裁大法廷
図：日本の
裁判制度
（三審制）
の大まかな
姿
図：日本の
裁判制度
表：違憲判
決一覧表
図：陪審員
制度と参審
制度
表：おもな
冤罪事件
図：日本の
裁判制度
図：日本の
裁判制度
図：三審制
のしくみ
表：違憲判
決
表：最高裁
違憲判決
表：全人口
に対する法
曹の人数
（他国との
比較）
図：裁判の
しくみ（刑
事・民事）
表：違憲判
決
表：冤罪
図：裁判員
制度
トピック
ス：法科大
学院の発足
写真：裁判
員制度の法
廷
表：違憲判
決
裁判員制度に関
する記述行数
20 6　欄外 11 16 6 6 20 8 3
裁判員制度に関
する主な記述内
容
裁判員制度
の意義、具
体的流れな
ど図も使用
し、詳細に
記述
陪審員・参
審制などと
合わせ語句
の説明
陪審制と参
審制を図を
用い説明
本文で陪審
制や参審制
などととも
に語句を説
明。さらに
トピックス
として具体
的制度の説
明
欄外に司法
制度改革審
議会の説明
を加えなが
ら、導入の
流れを説明
本文で語句
を使用。欄
外に裁判員
法に関して
の説明
本文で「ど
のような改
革がなされ
ているか」
とテーマを
設定し、詳
細な説明。
欄外で陪審
制・参審制
の説明
司法制度改
革の意義に
ついての説
明
語句の表記
各単元ごとの学
習のねらい
有り 無し 有り 有り 無し 有り 有り 有り 無し
国会ページ数 4 2 4 3 ２ページ半 4 4 4 2
内閣ページ数 4 3 4 3 ３ページ半 3 3 2 2
【表１】高等学校「政治・経済」裁判に関する教科書比較
（筆者作成）
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３ 授業における「裁判」 
 「政治・経済」の授業は通常、第 3 学年で履修される。そして、公立高校においての第
3 学年の授業は 1 月中に終了する。（2 月は自宅学習期間）そのため 2 単位である「政治・
経済」の実質授業時数（回数）は 53 回前後である。この回数の中には定期考査及び答案返
却も含まれるので、純粋な授業としては 47 回前後となる。（内訳は 1 学期 18 回 2 学期 22
回 3 学期 7 回）このため実際の授業においては「進路を意識した」内容構成が中心となる。
そのため「政治・経済」においては、近年の進路先での論文・面接試験重視の傾向を受け、
これに対応できるように「第三者の立場」の視点に立ち「自らの理論構成」を視野に入れ
「現代社会の諸課題」を中心とした課題追及学習がその一つの柱となる。また、一方では、
「実社会まで残り 1 年」ということから、「社会システムの概観」がもう一つの柱となる。 
以上のようなことから、「政治」分野における授業の中心は「日本国憲法」や「民主政
治」となる。「裁判所」についての内容も「日本国憲法」が中心となり、これに「冤罪」
「違憲法令審査権」が加えられる（「裁判員制度」については、概要の説明が中心となる）。 
授業時間については教科書の単元構成（「政治」分野で 20～26、「経済」分野 21～24、
「現代社会の諸課題」14～16 の合計 55 前後）から「1 単元 1 時間」ではない。 
「裁判所」の項目は通常は 1 時間であるが、「政治機構（国会・内閣・裁判所）」で１
つにまとめられ、これらを 2 時間で実施する場合もある。 
以上のことから、「裁判所」も含めた「政治・経済」の具体的な内容構成、時間配分に
ついては、現場で学習者の学力や状況を把握している各校、個々の「教員の裁量」に委ね
られているのが現状である。 
 
Ⅲ 担当者所見 
「裁判員制度」については、2009 年から開始ということもあり、「現代社会」「政治・
経済」どちらの授業内容であっても非常にタイムリーな教材である。「裁判所」の内容の
取り扱いは、従来の「日本国憲法」を中心とした内容と「裁判員制度」の内容を 1 時間ず
つ配当して実施できれば最良であろう。 
しかし、特に「政治・経済」においては、これはあくまでも「将来的に」ということに
なる。「現代社会」においては「私が裁判員になったら」という「当事者」の視点に立っ
た授業はもちろん成立するであろうが、「政治経済」においてはその特徴でもある「第 3
者の立場」に立つための「具体的事例」が現時点において見えてこないのである（「裁判
員制度は是か非か」など「政策批判」の観点での検討は可能であるが）。「現実には始ま
っていない制度」であるため「具体的な問題が見えない」ことから、現場においては、事
例や教材の開発は遅れている。 
 また、「政治」分野において、入社試験やセンター試験などの進路先の試験において出
題されるのは、やはり「日本国憲法」や「時事問題」が中心となる。 
高校 3 年生にとって一番重要なことは「進路」である、という意識はどの学校場面（生
活指導・授業指導・課外活動）においても共通している。「よりよい進路の選択」を意識・
達成させることに教員の力が注がれる。つまり「数年後に始まる制度」の勉強より、数ヵ
月後に出題される問題に対する対応を教授することに、よりウェイトが置かれるのである。
（そうでない実践例もあるが） 
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 以上のような理由から、学校現場において「裁判員制度」は現時点において「具体的な
課題が見えにくい」「授業化しにくい」もので、取り扱う場合も「制度」を中心に概観し
ておく、という扱いになる傾向がある。 
 
                                                  
1 『新版 現代社会』 山川出版 2007 年 
2 高等学校学習指導要領解説公民編 一部補訂版 2005 年 
日本公民教育学会編『テキストブック中学校・高等学校公民教育』第一学習社 2004 年 
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